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 問題の所在
日本で、広い意味での経済政策の根幹に競争政策が埋め込まれるのは、戦
後になって独占禁止法（私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律）
が制定されて以降のことである。もちろん、戦前期においても､「市場」は
存在したし、競争はそこでの重要な斉合の手段であった。しかし、戦前期に
は､「自主統制」という名の業界秩序の形成と維持が広く認められ、戦後の
独占禁止法のもとでは不当な取引制限（カルテル）とみなされるような行動
が容認されていた。その意味で、戦後、競争政策が経済の根幹に据えられた
というのはまさに画期的なことであった。
しかし、そのことは経済政策が競争政策によって完全にカバーされるよう
になったことを意味しない。当面の問題領域としての流通政策でいえば、競
争政策は主として公正取引委員会によって担われるのに対して、経済産業省
（旧・通商産業省）を中心とした現場の部局は、より具体的に現実の問題に
向き合ってきた。流通問題にかかわる部局は、経済産業省だけではなく、国
土交通省や農林水産省、さらには厚生労働省や自治省など、極めて多岐にわ
たっている。それらの部局が、それぞれの立場から流通と接点をもつ政策を
展開してきた｡「流通政策」という場合、広く言えば、こうした流通にかか
わるすべての政策をカバーするものと理解すべきかもしれない。
しかし、その中でも、特に重要な役割を担ってきたのが、経済産業省によ
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る政策であったことは間違いない。第一次産業にかかる農林水産物資の流通
こそ農林水産省の所管となるが、それ以外の工業製品の流通はすべて経済産
業省の所管であった。その意味で､「流通政策」と言えば、ほとんどが経済
産業省の政策を想定して議論されるのも当然ではあった。
その経済産業省の流通政策を「振興政策」と「調整政策」の２本柱の中で
理解するのは通説的な理解となっている1)。競争政策を基本に置きながら、
特に競争的適応にハンディキャップをもつ中小企業を中心に、その近代化を
図り、競争的適応力の向上を支援するのが振興政策であり、これは明らかに
競争政策を側面的に支援し、強化するものと位置づけられる。しかし、その
競争的適応力の強化は一朝一夕にして達成することはできない。そのため、
中小企業が適応力の強化を目指して取り組む努力を無にしないためにも、競
争の圧力を緩和する手段が必要となり、それが調整政策として理解される。
競争圧力の緩和と言えば、一見したところ競争政策とは対立するものとして
理解されがちであるが、それを積極的に競争政策の中に位置づけるというの
が、この理解の最大の特徴である2)。
競争圧力の緩和を代表したのは、戦後の第二次百貨店法（1956〔昭和31〕
年)、小売商業調整特別措置法（1959〔昭和34〕年、以下「商調法｣）と、百
貨店法の後継法としての大規模小売店舗法（大規模小売店舗における小売業
の事業活動の調整関する法律、1973〔昭和48〕年、施行は74年、以下「大店
法｣）であった。そのうち、前２者は、運用過程では必ずしも保護主義的だ
ったとはいえないものの、戦後復興期の保護主義的な時代背景のもとに制定
されたものであった3)。それに対して、大店法は当初から調整政策としての
意図をもって制定されたものである。
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1) この理解は、久保村隆祐・田島義博・森宏『流通政策』中央経済社、1982年の中で田
島が提示したが、その後の流通政策のテキストは例外なくこの枠組みを継承している。
2) 田島は競争政策に位置づけられない競争圧力の緩和を保護政策と呼んで、調整政策と
区別した。保護政策と調整政策との関係については、あわせて石原武政『小売業にお
ける調整政策』千倉書房、1994年、特に結章を参照のこと。
3) この点については、石原武政「復興期の保護政策」石原武政・加藤司編『日本の流通
政策』中央経済社、2009年を参照のこと。
上のような理解に立てば、振興政策と調整政策、それはコインの表裏のよ
うな関係にあるが、言うまでもなく振興政策が表であって、調整政策はそれ
を補完するものとなるはずであった。しかし、1980年代の半ばころまでは、
大店法の厳しい運用はむしろ調整政策を流通政策の前面に押し出した感があ
った。しかし、その大店法が1990年代の規制緩和にはじまり、2000（平成12）
年には遂に廃止されることとなった。それ以降、大店法を継承する調整法は
制定されていない4)。
確かに、商調法は現在も法律として存在しているが、それが制定される最
大の背景となった小売市場問題はすでに解消している5)。メーカーや卸売業、
大規模小売業との調整・斡旋の規定を含む同法は、その後、分野調整法の小
売商業版として位置づけられたことによって現在も存続しているが、分野調
整法自身がすでに実質的な意味を失っており、積極的な運用はなされていな
い。その意味で、商調法こそ形として存在するが、2000年以降、調整政策は
実質的に姿を消したといっても過言ではない。
そうだとすれば、流通政策は２本柱の重要な片方を欠いたままで展開され
ていることになるが、今後とも失われた片方が復活する兆しは見られない。
そのことは、流通政策が振興政策と調整政策の２本柱からなるという理解そ
のものが、高度成長期以降の特殊な時代を背景としたものであったことを暗
示するとともに、振興政策の理解がより詳細に検証されるべきことを暗示し
ている。本稿では、戦後の振興政策について、特に「地域商業」という視点
に焦点を当てて、その経緯を振り返ってみたい6)。そうすることによって、
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4) 2000年に大店法の廃止と引き換えに大規模小売店舗立地法が制定された。そのため、
同法はしばしば大店法の後継法とみなされているが、大店立地法は大型店が周辺に与
える環境問題に着目したもので、競争圧力の緩和はまったく意図されていない。した
がって、流通政策の系譜からいえば、大店立地法はまったく新しい流れの中に位置づ
けられるべきである。
5) 小売市場問題については、石原武政『小売業における調整政策』(前掲）を参照のこ
と。
6) 戦前の流通政策の中にも「地域の視点」はなかったわけではない。この点については、
川野訓志「戦前流通政策における地域の発見」『経営研究』第42巻第４号、1991年を
参照のこと。
濃淡はありながらも振興政策の中で見え隠れしながら、次第に強調されるよ
うになる１本の道筋を明らかにしたい。
流通は本来、生産と消費を媒介するという機能をもつものではあるが、同
時にそれが具体的な店舗をもって営まれる中で、必然的に外部性をもち、地
域社会と密接なかかわりをもたなければならなかった7)。その傾向は、特に
末端の小売業の場合に強くなる。流通の効率性を追求する側面と、地域にお
ける人びとの具体的な生活を支えるという側面は、時に対立する要素を含み
ながらも、流通の機能としては表裏の関係にあった。しかし、その側面が流
通政策の中で当初から意識されていたわけでは決してなかった。
 流通革命期（1973年まで）
自由市場と都市の不燃化
戦後の流通政策は「自由市場」(闇市）との闘いから始まった。1945（昭
和20）年８月15日の終戦から１ヶ月後の９月18日以降、戦時統制は順次撤廃
されていくが、それは物資が極度に不足する中での「営業の自由」を生みだ
し､「『誰でもが商人になれる』という意味での『無秩序』」な世界をつくり
だした8)。戦時中の極度の耐乏生活から解放された国民は、自由な取引の場
を求めて露店が密集する自由市場に集まった。自由市場は人びとに生きる糧
を提供するとともに、欲望の解放を印象づけた。その意味で、自由市場は終
戦直後からの流通の新たな担い手であり、当初は「健全な育成」の対象とな
っていたが、やがてそれは排除の対象となっていく。その総仕上げとなった
のが、1946（昭和21）年８月１日の「露店粛清」(闇市排除令）であるが、
この方向転換は「正規流通秩序とその担い手を、戦時に統制の側にあった
『旧秩序』に本格的に求める」ことを意味していた9)。
闇市排除令によって公式的には自由市場は姿を消すが、もとより施設とし
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7) この点については、石原武政『小売業の外部性とまちづくり』有斐閣、2006年を参照
のこと。
8) 風呂勉『第二次世界大戦日米英流通史序説』晃洋書房、2009年、8990頁。
9) 同上、9091頁。
ての自由市場がなくなったわけではない。それでも、自由市場は当初の露店
同様の状態から仮設店舗へ、そしてやがて本格的な「マーケット」へ姿を変
えていく｡「マーケット・市場は敗戦後、戦災に逢った都市の日常生活充足
の応急措置として、また市民の生活業務（何か仕事をして食わねばならない
という立場にあったもの）の要求から、なお混乱なインフレ時代に於ける特
殊に昂進した商業事情から雨後の筍の如くという言葉通りに続出したもので
あった。マーケットは作れば儲かる｡」そんな時期が少なくとも1948（昭和
23）年ごろまでは続いたという10)。
もちろん、その中にはブームに乗って建設された粗悪な建物も含まれてお
り、当初はまさに手の打ちようがない状態であった11)。そうした状況の転機
となったのは、1950（昭和25）年６月に勃発した朝鮮戦争であった。これに
よって、戦後復興の道を探りあぐねていた日本経済は反転へのきっかけをつ
かむことになる。その中で、劣悪なマーケットは「自然淘汰」されたり、計
画的に撤去されていくが、それでもなお多くの密集商業施設としてのマーケ
ットが存続した12)。都市の中心部や駅前などに残されたマーケットとその周
辺の住宅施設等は密集市街地をつくりだした。
マーケットを含む低層木造建築物による密集市街地は、経済の復興ととも
に問題視されるようになる。後に改めて指摘するが、卸売業の場合は取引活
動そのものの効率性にかかわる問題を含んでいたが、小売業の場合にはまだ
その認識はほとんどなく、むしろ都市の衛生や不燃化など、防災・安全上の
問題であった。したがって、それは流通政策というよりも都市政策として、
建設省によって対応されることになる。
それは、具体的には、1952（昭和27）年の耐火建築促進法にはじまって、
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10)『東京都におけるマーケット及び市場の現状について』(東京都商工指導所商業課、昭
和29年）５頁。
11) 深海隆恒「商店街近代化と再開発」社団法人全国市街地再開発協会編『日本の都市再
開発史』1991年、139頁。
12) 東京都の場合、1948（昭和23）年に400を超えたマーケットが1951（昭和26）年には
194にまで半減したという（『東京都におけるマーケット及び市場の現状について』
[前掲]、９頁)。
1954（昭和29）年の土地区画整理法、1961（昭和36）年の防災建築街区造成
法へとつながっていく。それらが小売業と密接な関係をもっていたことは、
例えば耐火建築促進法に基づいて、沼津市が1953（昭和28）年から54（昭和
29）年にかけて、道路拡幅にあわせて「横のデパート」づくりに取り組んだ
ことからも明らかである。また、1952（昭和27）年から1960（昭和30）年ま
での同法による補助対象床面積は64万m2強に達したが、そこには多くの商
店街が含まれていた13)。
また、土地区画整理事業においては、減価補償金を導入した都市改造型区
画整理事業が1956（昭和31）年度から導入されたが、主要な駅前地区がその
対象とされ、それによって駅前広場を含む商店街整備が行われた。また「路
線防火方式」を採用した耐火建築促進法に代わって制定された防災建築街区
造成法は、都市の不燃防災化の対象地域を街区と定め、それによって近代的
市街地の形成を目的としたものであった。実際、当時は「バラック商店街も
まだ相当に残っている」状態であり「防災無防備都市」とさえいわれる状況
にあった14)。そして、この防災建築街区造成事業は、各地で後に述べる商店
街近代化事業とあわせて実施され、商店街の近代化にかかわったのである15)。
戦後流通秩序の回復
戦後の混乱期にあって、新たな流通秩序の形成の役割を担ったのは、関西
では公設（小売）市場を中心とした小売市場であった。公設市場は1919（大
正７年）４月、大阪市で開設された日用品供給場を嚆矢とするもので、同年
の米騒動を経て、内務省の指導のもとに全国に広がったものであり、特に名
古屋市を含む関西の諸都市で発達していた。そして、それに触発されるよう
石 原 武 政60
13) 建設省住宅局宅地開発課編『防災建築街区造成法の解説―市街地再開発の方向と方法
―』全国加除法令出版株式会社、1962年、4856頁；深海隆恒、前掲論文、143頁。
14) 建設省住宅局宅地開発課編、同上書、12 頁。
15) 深海隆恒、前掲論文、143144頁。深海は、この最後の事例として、札幌薄野、盛岡
大通、山形駅前、福島栄町、松本本町、岐阜柳ケ瀬、熱海咲見町、彦根銀座、神戸元
町、三宮、熊本下町をあげている。
に、民間事業者を開設者とする私設市場も発達し、未調理食料品小売業の
「最適」の形態とまで評されていた16)。その小売市場も、戦時中は物資別の
配給統制によって分断され､「小売業整備」という名の強制的な転廃業によ
って、実質的にはほとんど窒息状態に陥っていた17)。
戦後、大阪市では、その公設市場が行政の指導のもとにいち早く店舗を開
設し、営業を再開した。行政も施設の復旧に力を注ぎ、1946（昭和21）年５
月から同年末までの間に28市場で営業を再開した。公設市場では戦後の物価
統制令を遵守することによって、自由市場はもちろん、その他の小売業の価
格を牽制した。さらに、1946（昭和21）年11月３日には新憲法公布記念と銘
打って３日間の景品付大売出しを実施したほか、翌1947（昭和22）年２月に
は全商品５％引き販売をも実施した。これらは当時の小売業を代表する百貨
店よりも早い試みであった。そして、こうした公設市場の復興が再び私設市
場の復興を刺激した18)。
戦前に小売市場が隆盛を見せた関西の諸都市でも事情は似ていた。特に、
大阪市のほか、神戸市、京都市、名古屋市に関東の横浜市を加えた５都市で
は公設市場とともに私設市場が急激に復興した。それは先に見た東京の「マ
ーケット」と同様に、多くの人びとに就業機会を提供するものであったが、
同時に市場開設者にも大きな収益を約束するものであった。その結果、これ
らの都市を中心に、小売市場の濫設と過当競争が深刻な課題となり、それが
1959（昭和34）年の小売商業調整特別措置法を生み出す背景となった19)。
こうした「集積」としての小売業の復興とは別に、戦前からの商人の中か
地域商業政策の系譜 61
16) 福田敬太郎は「我国の家庭において調理済み食料品が未調理食料品を圧倒しない限り、
かかる未調理食料品の小売機関としては小売市場を最適とし……」と述べている（福
田敬太郎『市場政策原理』春陽堂、1932年、158頁)。
17) 戦前の小売市場のあゆみについては、石原武政『公設小売市場の生成と展開』千倉書
房、1989年を参照のこと。
18) 大阪市における公設市場の復興過程については、大阪市公設市場70年史編纂委員会編
『大阪市公設市場70年史』大阪市経済局・大阪市公設市場連合会、1989年を参照のこ
と。
19) この間の事情は、石原武政『小売業における調整政策』(前掲)、および同「復興期の
保護政策」(前掲）を参照のこと。
らいち早く商業を再開し､「繁盛店」への道を歩むものもあった。当初、彼
らは決して組織的に行動したわけではないが、商売に対する真摯な態度と薄
利多売を追求するという姿勢について共通点をもっていた20)。1950（昭和25）
年以降の経済の復興は、流通過程にも「正常化」の機運をもたらすが、その
中でこうした各地における「繁盛店」への取り組みの連携が始まる。それを
媒介したのが、喜多村実が主宰する公開経営指導協会の主婦の店運動であり、
倉本長治による『商業界』および商業界ゼミナールであった21)。こうした動
きの中から、やがて「流通革命」の担い手たちが育っていく。
もう１つ、商業に重要な影響を与えたのは消費生活協同組合であった。生
協そのものの歴史は戦前にさかのぼるが、戦後の経済民主化の流れの中で急
速に拡大していき、終戦からわずか１年後の1946（昭和21）年９月時点で、
すでに2,331もの組合が設立されたという22)。生協そのものは消費者の自主
的な共同購入であるが、組合員以外の利用は一般小売商との利害対立を招か
ざるを得ない。ほとんど同じことは、大企業における従業員の福利厚生事業
として行われた購買会事業についてもあてはまった。
「消費生活協同組合法」が1948（昭和23）年７月に成立し、生協はその後
も順調に成長するが、1950（昭和25）年10月に結成された鳥取県西部勤労者
生協は地域・職域混合型の最強の生協として注目された。さらに、翌1951
（昭和26）年には日本生活協同組合連合会が結成されるなど、生協の勢いは
とどまらなかった。こうした流れの中で、喜多村は、1957（昭和32）年１月、
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20) 矢作敏行「チェーンストア―経営革新の連続的展開―」石原武政・矢作敏行編『日本
の流通100年』有斐閣、2004年、227230頁。あわせて、矢作敏行『小売りイノベーシ
ョンの源泉―経営交流と流通近代化―』日本経済新聞社、1997年参照。
21) 戦前に商業報国運動に参加した喜多村実は、1948年にガラス張り経営運動を発足させ、
翌1949年に公開経営研究会を設立した。また、戦前に『商業界』を発行していた倉本
長治は、公職追放が解除された1950年、1948年に復刊していた『商業界』に復帰し、
翌1951年には箱根で第1回の商業界ゼミナールを開催した。矢作敏行「組織小売業の
発展」日経流通新聞編『流通現代史―日本型経済風土と企業家精神―』日本経済新聞
社、1993年、5760頁。また、奥住正道『証言戦後商業史―流通を変えた100人の記録
―』日本経済新聞社、1983年には、喜多村、倉本のほか、戦後に立ちあがった小売商
人が紹介されている。
22) 矢作敏行、前掲論文、58頁。
鳥取県西部生協の本拠地である米子市で「第１回全国小売業経営者会議（生
協対策現地ゼミナール)」を開催した。
この現地ゼミナールに、前年の1956（昭和31）年に実質的には日本初のス
ーパーマーケットを開設した小倉市の丸和フードサービスの経営者・吉田日
出男が講演し、注目を集めた｡「生協対策の切り札はセルフサービス方式と
総合採算制の導入をおいてほかにはないという結論が会場の支配的な雰囲気
となった」とされ23)、これを機に「主婦の店運動」が始まることになる。
1957（昭和32）年９月に中内功が大阪市・千林に開設したダイエー１号店に
「主婦の店」を冠したのは、こうした流れの中でのことであった24)。そして、
こうしたセルフサービス、スーパーマーケットは、ナショナル金銭登録機
(NCR) の支援等も受けながら模索を続け、やがて流通革命の担い手として
成長していくことになる25)。
戦後流通政策における地域の視点
こうした流通の新たな動きの中で、戦後の流通政策は本格的に始まる。
1964（昭和39）５月、４月に設置されたばかりの産業構造審議会（1949年12
月設置の産業合理化審議会を改組）流通部会に対し、通商産業大臣は「流通
機構の近代化のために、いかなる対策が必要か」との諮問を行った。流通部
会は精力的に審議を重ね、その審議経過を以下の通り「中間報告」という形
で公表した。
『流通機構の現状と問題点』(第１回、S. 39. 12. 17）
『流通政策の基本的方向』(第２回、S. 40. 4. 14）
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23) 矢作敏行、同上、58頁。
24) ダイエーと丸和フードサービスとの関係については、中内力『選択―すべては出会い
から生まれた―』神戸新聞総合出版センター、2004年、4651頁参照。
25) 初期のセルサービス店は時流に乗った形式だけのものも多く、多産多死であった。例
えば、産業合理化審議会流通部会メンバーによる懇談『スーパーマーケットに関する
報告』昭和39年４月を参照。この懇談は、次注の『中間報告集』に収録されている。
『小売商のチェーン化について』(第３回、S. 40. 9. 9）
『卸総合センターについて』(第４回、S. 40. 12. 8）
『物的流通の改善について』(第５回の１）S. 41. 10. 19
『流通金融の改善について』(第５回の２）S.41.10.19
『流通近代化の課題と展望』(第６回、S. 43. 7. 27 産業構造審議会中間答申）
第６回の報告が副題として「産業構造審議会中間答申」と付したことから
も理解できるように、第１回から第５回までは、緊急の問題に対する検討の
「中間報告」であり、それらを取りまとめて作成されたのが第６回の中間答
申であり、これが日本における初めての「流通ビジョン」となった。
この一連の報告の中心は、生産と消費を媒介する流通過程の効率化という
機能主義的な考え方であったが、そのなかでも特に第４回の卸総合センター
に関する報告は、都市化の進展に伴う過密都市の密集市街地問題と交通問題
がその背景となっていた。すなわち、都市化の進展に伴って都市空間の高度
利用が求められるにもかかわらず、都市中心部や駅前地区には低層の商業施
設が密集し、それが交通問題を引き起こすとともに、効率的な流通活動を阻
害しているという現実への認識があった。そのため、そこでは「都市再開発
という公共的見地からの配慮」を求めることとなった26)。1969（昭和44）年
に「都市再開発法」が上記の防災建築街区造成法と「公共施設の整備に関連
する市街地の改造に関する法律」(1961年制定）を吸収する形で制定・公布
されるのは、こうした流れの中であった。
しかし、そのことは商業の整備に都市計画的な手法を積極的に導入したこ
とを意味してはいない。戦前からの都市計画法のあり方を見直し、戦後の新
たな都市計画体系を確立したとされる都市計画法が制定されるのは1968（昭
和43）年６月であるが、この時点で建設省（現・国土交通省）は商業立地を
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26) 産業構造審議会流通部会第４回中間報告『卸総合センターについて』1965年、61、63
頁（頁数は通商産業省企業局編『産業構造審議会流通部会中間報告集』昭和48年３月
による)。あわせて、石原武政「日本に卸売商業政策はなかったか」『商学論究』第57
巻第３号、2009年を参照のこと。
も都市計画体系の中に取り込んで規制する考え方をもっていたが、通産省を
含む原課の抵抗にあって実現しなかったといわれる27)。
この時点になれば、スーパーの成長も本格的段階に入り、しかもそれは折
からの物価問題に対する強力な解毒剤の役割を果たしていた。日本の流通は
戦前から過小・過多と指摘され、戦後も復興期にその構造を再生産していた。
そのため、流通構造の「後れ」は政策当局にとっては重大な問題であり、そ
の近代化は最優先の課題であった。しかも、物価騰貴に対する「生産性格差
インフレ論｣28) が象徴したように、その流通構造の非効率さが当面の問題と
しての物価問題にまで影響を及ぼすとなれば、なおさらそうであった。その
流通構造に、いまスーパーが大きな衝撃を与えて近代化の扉を開こうとして
いる。しかも、そのスーパーは都市の拡大にあわせて、中心部から駅前を含
め、新たな立地を求めつつあった。そのような状況の下で、既存の商業者と
の摩擦以外の目的で、スーパーの出店を抑制する必要はない、それが当時の
通商産業省（現・経済産業省）の考え方であった29)。その結果、商業立地の
問題は基本的には通産省の流通政策の中で担われることとなった。
その流通政策サイドからの取り組みを代表したのが、1970年に始まった
「商業近代化地域計画」であった。通産省は日本商工会議所への委託事業と
して、年間ほぼ10都市程度を指定して、都市としての商業計画の策定にあた
らせた。この事業は1990年度まで21年間にわたって継続し、合計241地域で
基本計画が、105地域で実施計画が策定された。その商業近代化地域計画策
定事業の開始にあたって、日本商工会議所の流通近代化委員会はその意義を
次のように述べている30)。やや長くなるが、引用しておく。
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27) 蓑原敬ほか『街は要る！―中心市街地活性化とは何か―』学芸出版社、2000年、34
35頁。
28) 高須賀義博「現代日本の価格体系」『フェビアン研究』第12巻第10号、1961年（同
『現代日本の物価問題』新評論、1972年所収)。
29) 松島茂「中小小売商業政策・中心市街地政策をどう読むか」日本建築学会編『中心市
街地活性化とまちづくり会社』丸善、2005年、39頁。
30)『商業近代化地域計画報告書 昭和45年度版』(日本商工会議所、昭和46年) ３頁。
地域問題は、今後わが国が直面する最大の課題の一つであるといわれている。
即ち、わが国経済社会の急速な発展は生産、消費、労働等の各分野ばかりでな
く、地域構造に大きな変貌を招来しており、国土の均衡ある発展と健全で豊かな
国民生活の充足のためには、わが国経済社会の将来像を前提に、その発展を促進
しうる機能的で効率的な住みよい“まちづくり”が強く要請されているところで
ある。
しかしながら、住民の日常生活に直結する商業は、その性格上地域の発展に左
右される立地産業としての特性を有しているにもかかわらず、従来、地域商業に
関するビジョンまたは政策が不十分であったため、都市再開発をはじめ各種の具
体的な地域対策・流通対策上の重大な支障となっていたところである。(中略)
この「商業近代化地域計画」は、都市計画、広域市町村圏、地方生活圏等の関
連地域計画との調整を図り、その地域におけるトータル・システムの一部として
地域の発展段階に応じて常に十分な商業・流通機能を発揮しうるような「商業近
代化地域計画」を策定し、地域ぐるみの商業近代化を推進することによって、以
上の要請に応えようとするものである｡
ここでは「都市計画との調整」が強調されているが、都市計画が商業配置
を誘導する途を閉ざした以上、その内容はせいぜい「用途地域にしたがって」
というほど以上の意味はもちえなかったと言われている。その用途地域も、
日本の場合はきわめてきめが粗く、当時はまだ８区分であったし、3,000m2
を超えるほどの大型店でも市街化区域内の大半の地区に出店は可能であった。
本来、開発が抑制されるとされているはずの「市街化調整区域」も多くの例
外規定によって特に大規模な開発を抑制することは困難であったし、未線引
きの白地地域ではもともと開発が考えられなかったため一切の規制は存在せ
ず、したがって逆にいえば自由に開発することが可能であった。その意味か
らいえば、この「都市計画との調整」が、積極的な立地規制につながったと
考えることはできない。
スーパーは初期には商業地の中に出店し、既存の商店街と競合しながらも、
商業地の魅力向上に貢献していた。もっとも、そのことが近隣の商業者には
理解されず、競合の側面が強調されて大店法による商業調整の過程では、既
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存商業地外への出店のほうが反対運動が弱くなる傾向はあった。さらに、商
品経済化の一層の進展はスーパーの店舗規模の拡大を促したが、店舗が次第
に大規模化するに従って既存商業地内に出店適地を見出すことが困難になら
ざるをえなかった。その結果、都市の拡大基調の中で、国鉄（現・JR）駅
前を中心とした新しい商業地が求められたのである。少なくとも､「昭和45
年から昭和50年頃までは駅前地区の改造、郊外への住宅団地の造成、バイパ
スの建設など都市の構造変化に伴う地域商業の対応が（商業近代化地域計画
の―石原）中心的計画内容であった｡｣31)
こうして、郊外に開発される住宅団地への商業の導入と駅周辺への新商業
地の形成が中心的な課題となった。駅前では、ロータリーと駅に至る道路の
両側に形成される片側アーケード商店街、その核としてのスーパーが標準的
な開発パターンとなった。他方、既存の商業地では都市の改造こそ進まなか
ったものの、アーケードを中心としたハード整備が進み、かつての「バラッ
ク商店街」はほとんど姿を消すことになる。こうした事態は、後に「駅前シ
リーズ」｢ハード型ワンパターンの近代化」といって揶揄されるが、それは
経済の発展とともに多くの地方都市が急速に拡大する中で共通の課題に直面
していたことの表れでもあった32)。
 大店法運用強化期（1973年1985年）
大店法の制定と運用強化
1973（昭和48）年10月、大店法が公布され、翌1974年３月から施行された。
商業調整法としては百貨店法の後継法であるが、①企業主義から店舗主義へ
の転換、②許可制から事前審査付き届出制への転換、③ ｢消費者利益｣ への
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31) 深海隆恒、前掲論文、145頁。
32) とはいえ、商業近代化地域計画はもっぱらハード整備のみに成果をあげたのではない。
この計画策定事業の中ではじめて「商売をすることの社会的意味」を考え、そこから
今日でいう「まちづくり」に目覚めた商業者も決して少なくなかった。この点につい
ては、石原武政・石井淳蔵『街づくりのマーケティング』日本経済新聞社、1992年を
参照のこと。
配慮を明示した点で際立っていた。1,500m2以上の大型店の出店について、
地元の意見を尊重しつつ通産大臣が調整するというものであり、調整項目と
して開店日、売場面積、閉店時刻、年間休業日数の４項目が挙げられた。
実際の調整は各通産局に設置される大店審（大規模小売店舗審議会）の審
査によるが、その過程で商調協（商業活動調整協議会）の意見を聴くことが、
国会答弁の中で盛り込まれた。この商調協は百貨店法時代から設置されてい
たもので、商業者、消費者および学識経験者から構成されるものとされた。
そして、実際の運用過程の中では、この商調協が実質的な調整機関としての
役割を果たすことになるし、さらに運用が厳しくなる中では、事前商調協、
さらには事前説明会が実質的な調整の場となっていく。特に事前説明会の場
合には、参加者は商業者のみとなり、そこでの合意事項が事前商調協、商調
協、大店審において追認されていくことになれば、実質的に「商業者による
調整｣ が行われるにも等しいことになる。実際、1980年代前半にはそうした
極端な状況がかなりの都市で見られるようになるが、少なくともその「商業
者による調整」は、はじめから意図されていたわけではなかった。
高度成長期の末期に制定され、石油ショックを挟んで施行された大店法は、
はじめから波乱含みであった。大型店の積極的な出店が続く中､「事前審査
付き届出制」は運用次第では許可制と同様の効果をもちうるという中曽根康
弘通商産業大臣の国会答弁33)に期待するように、中小小売商は激しい出店反
対闘争を繰り広げた。大型店はそれに対して1,500平米未満店を大量に出店
させるなどによって、大店法の規制から逃れようとした。これがさらに小売
商の反発を招き、自治体による独自規制を生み出していった。
その独自規制は、1976（昭和51）年４月の大阪府豊中市の条例に始まり、
同年11月には熊本県が都道府県では初めての条例を、しかも罰則付きで制定
した。この間、その熊本市をはじめ、仙台市、静岡市、京都市、松山市、浜
松市など、多くの都市で出店調整が長期化していった。翌1977（昭和52）年
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33) 第71国会衆議院商工委員会第37号（昭和48年７月３日)。
になると、出店凍結宣言を行う都市が続出する。それは商業団体の宣言であ
るかぎり、出店計画には激しく抵抗するという意思表示の域を出ないとはい
え、出店者に計画の見直しを迫る効果はあったであろう。それがさらに商調
協の事務局をあずかる商工会議所の宣言となれば、厳しい調整結果を予想さ
せるに充分であった。これらの凍結宣言は通常５年程度の期限付きであった
ため、大型店はその間、その都市への出店を控えるという対応を取らざるを
得なかった。1981（昭和56）年には京都市議会が出店凍結宣言を採択するが、
議会が凍結宣言を行ったのはこの１件のみである。
激しい出店反対運動と自治体の独自規制に押されるように、1978（昭和53）
年11月には大店法が強化改正され、500m2以上1,500m2未満の店舗が第二種
大規模小売店舗として新たに出店調整の対象となった（施行は1979年５月)。
この改正では、同時に調整期間の延長、商調協の位置づけの強化などが盛り
込まれた。現場の激しい状況と許可制を求める声の中での規制強化であった
が、結果的にはそれは出店反対運動の火に油を注ぐこととなった。それに押
されるように、通産省は1981（昭和56）年10月、大型店の年内出店自粛を要
請し、翌1982（昭和57）年１月には出店抑制地域と大企業（百貨店、スーパ
ーの各上位10社）の年間増床計画の聴取などを内容とする「当面の措置」を
発表した。大型店の「出店凍結時代」と言われるほどの厳しい運用の始まり
であった。
大店法の運用を振り返るのがここでの課題ではない。本稿の課題に即して
言えば、こうした出店調整が地域商業政策としてどのような意味をもったか
ということである。新興住宅団地や駅前などへのスーパーの誘致を別とすれ
ば、出店意欲に対してむしろ「摩擦緩和」をもって対応したということがで
きる。その摩擦緩和は自治体レベルの調整によって行われたが、大量のデー
タを駆使して｢科学的｣に調整しようとしたのは豊中市以外には記録されては
いない34)。多くは、話し合いによる｢地元の納得｣というかたちで進められた
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34) 豊中市の運用については、斎藤陽「大・中型出店と自治体の対応―豊中市の場合―」
『都市問題』第68巻第６号、1977年を参照のこと。
し、その過程ではさまざまな裏取引があったことも伝えられている。その意
味では、大店法は地域商業政策として、特に商業の空間的配置に関しては、
積極的な役割を果たしたとは言えなかった。むしろ、大型店規制強化の象徴
とも見なされる出店抑制地域の導入によって、地方の小都市への巨大な店舗
の出店を阻止したことが、この時期の商業立地政策と言えるのかもしれない。
『80年代流通産業ビジョン』と街づくり会社
大型店の出店紛争の激化が許可制の導入をも視野に入れた議論を呼ぶ中、
1983（昭和58）年12月､『80年代流通産業ビジョン』が発表された35)。80年
代ビジョンの公表がこの時期までずれ込んだこと自身が、この時期の問題の
深刻さを表現しているが、その中で、同ビジョンは多様な業態が誕生しつつ
あり、単なる大型店対中小店といった規模の問題には解消し得ないことを強
調した。その上で、従来の流通政策がもっぱら経済的効率性の追求を目指し
てきたのに対して、流通の社会システムとしての側面を強調し､「社会的有
効性」の概念を導入して、例えば次のように言っている。
地域住民にとって生活環境の良否は、これらの（地域住民の基礎的なニーズを効
率的かつ的確に充たしていく―石原）機能を有し、便利で親しみがもて、社会的
コミュニケーションの場でもある地域密着型小売業が近くにあるかどうかに大き
く左右される。(９頁）
特に小売業は地域に根ざした産業であり、地域社会において、社会的コミュニケ
ーションの場として、また、地域文化の担い手として、社会的・文化的機能をも
果たしている。すなわち、地域小売業は地域文化や地域住民の生活の中に溶け込
むことによって各地域独自の生活空間を形成しており、こうした地域小売業の
「社会的有効性」に対する配慮が必要となっている。(19頁)
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35) 通商産業省産業政策局・中小企業庁編『80年代の流通産業ビジョン』通商産業調査
会、1984年。
まさに、地域商業賛歌といってもよかった。そのために、一面では大型店
の出店に対して抑制的な政策を講じることになるが、もちろんそれだけでは
地域商業の活性化が期待できるわけではなかった。むしろ、地域商業が大き
な曲がり角にさしかかっていたからこそ、出店紛争も激化していたと考える
べきであろう。
大店法が制定された同じ1973（昭和48）年には小振法（中小小売商業振興
法）が制定されていた。この法律はそれまでのさまざまな政策を総合するこ
とによって、流通近代化政策の「体系がおおむね完成」し、中小小売業近代
化の「基本法としての性格」をもつという評価が与えられるが36)、それに従
って中小企業振興事業団（現・中小企業基盤整備機構）による商業近代化に
向けた高度化資金が導入された。その後、この高度化資金はアーケードやカ
ラー舗装を中心に、商店街の環境整備に大きく貢献した。
そうした商業支援に対して、社会的有効性の観点から新たな支援の光を与
えたのが、｢コミュニティ・マート構想事業｣であった。この事業そのものは、
旭川市において1972（昭和47）年に実施された買物公園化事業をモデルとし
たものであった。すなわち、1969（昭和44）年に策定された新全国総合計画
によって札幌市との競合の激化を目の当たりにした1972年、旭川市が国道を
市道に移管した上で、全国初の恒久歩行者天国を実現させ注目を浴びていた。
80年代流通産業ビジョンは先行したこの事業を「『買い物空間』から『暮ら
しの広場』へ」をキャッチフレーズに新しい方向として位置づけた。商業機
能だけではなく、コミュニティ機能を重視した商業基盤施設の充実・支援が
図られることとなった。
この事業を推進するため、1985（昭和60）年３月、社団法人コミュニティ・
マートセンターが設立され、構想策定事業がスタートするが、その中から、
後の流通政策にとって非常に重要な意味をもつ制度が生み出されることにな
る。初年度にこの事業に取り組んだ埼玉県川越市では、空き店舗となった蔵
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36) 田島義博「振興政策」久保村祐・田島義博・森宏『流通政策』中央経済社、1982年、
68頁。
づくりが賃貸されない理由の１つに賃貸借契約に伴う家主の不安があること
を見いだし、公共的性格をもつ第三者機関の介在の可能性を検討課題として
指摘した37)。さらに、1987（昭和62）年度の調査の中で、こうした第三者機
関の介在によって地権者の不安が軽減され、賃貸借契約が促進される可能性
を見いだした38)。そして、商店街組織から独立したこの第三者機関が｢街づ
くり会社｣と名づけられ、1988（昭和63）年度から４年間、コミュニティ・
マートセンターにおいて、この街づくり会社を活用した商店街再開発の手法
が具体的に検討されることになる39)。
「商店街再開発」と名づけられてはいるが、商店街のハード、ソフトをあ
わせた総合的な活性化事業の模索であった。この街づくり会社は地域商業の
活性化に取り組む事業主体に関心を向けた先駆けといってよい。商業近代化
地域計画は計画が策定されながら、その計画の実施主体が明確ではなく、他
方では計画に含まれない大型店の進出等をコントロールできなかったことな
どから、必ずしも十分な成果をあげているとは言えなかった。確かに、1962
（昭和37）年には商店街振興組合法が制定されてはいたが、それは1959（昭
和34）年に発生した伊勢湾台風後の災害復旧に伴うところが大きく40)、商店
街振興組合はまだ本格的な組織を構築するには至っていなかった。その中で、
事業リスクを背負いながらも、自立化して地域の活性化に取り組む主体を構
想したのであった。
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37) 川越一番街商店街活性化モデル事業推進委員会『川越一番街商店街活性化モデル事業
報告書―コミュニティ・マート構想モデル事業―昭和60年度』(1986年）257264頁。
38)『実践的「町づくり規範」の研究・川越の試み』(NIRA研究叢書 No. 880009）㈱地区
計画コンサルタンツ、1988年。
39) その研究成果は、コミュニティ・マートセンターから、各年度末に『コミュニティ・
マート構想事業調査研究報告書―商店街再開発手法等に関する調査研究―』として公
表されている。
40) 商店街振興組合法の成立過程については、満久『商店街振興組合法の成立過程とそ
の意義』(名古屋学院大学総合研究所、Discussion Paper No. 78, 2008年）を参照のこ
と。
郊外型ショッピングセンターの幕開け
1980年代初頭には、大型店が厳しく運用されたために、しばしば｢出店凍
結の時代｣と表現される。しかし、大型店の出店が実際に凍結されたわけで
は決してなかった。先に指摘したように、小都市は出店抑制地域とされたた
めに、出店は一定の規模の都市に限られてはいた。しかも、その都市でも、
大型店が大規模化するにしたがって中心部に出店適地を見いだすことが困難
になったことに加えて、中心部では激しい反対運動が繰りひろげられたため
に、出店への抵抗の少ない都市周辺部への出店が行われるようになっていっ
た。
都市の中心部はさまざまな機能が集積し、多くの人びとをひきつける。し
たがって、中心部に出店する大型店は、買い物施設に純化しながら、中心部
に来街した人びとを顧客として取り込むことができる。それに対して、周辺
部では他の機能の集積がほとんどなく、大型店が出店する場合には自らの力
で顧客をひきつける必要があった。そのためには、大型店は単なる買い物施
設であってはならず、自ら多様な機能を内部化しなければならなかった41)。
それがショッピングセンターである。
日本のショッピングセンターの嚆矢をどこに求めるかは議論があるかもし
れない。しかし、おそらくは1968（昭和43）年のイズミヤ百舌鳥店（大阪府
堺市）にそれを求めることに異論は少ないだろう。翌1969（昭和44）年には
東京都世田谷区に二子玉川高島屋が本格的な郊外型ショッピングセンターと
して開設されている42)。しかし、その後、1981年に「ららぽーと船橋ショッ
ピングセンター」などが開設されるものの、本格的なショッピングセンター
はそれほど多くは現れなかった。
こうした中で、以後のショッピングセンター開発に大きな影響を与えたの
は、1985（昭和60）年９月の「つかしん」(兵庫県尼崎市）であった｡「『開
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41) 機能の外部性とその内部化については、石原武政『小売業の外部性とまちづくり』
(前掲）第５章を参照のこと。
42) 玉川高島屋については、倉橋良雄『ザ・ショッピングセンター―玉川高島屋 SCの20
年―』東洋経済新報社、1984年を参照のこと。
発』から『創造』へ」を基本コンセプトに掲げた西武グループの「つかしん」
は内部に多様な機能を取り込み、施設全体を ｢街づくり｣ と表現した43)。そ
して、これに触発されるように、以降、スーパーを核とした郊外への複合型
ショッピングセンター開発が進む。長浜楽市（滋賀県長浜市、1988年３月、
13,820m2)、ニッケコルトンプラ（千葉県市川市、1988年11月、56,133m2)、
ノア (1989年３月、30,157m2)、マイカル本牧 (横浜市、1989年４月、48,688
m2）などは、この時期に開発されたショッピングセンターの代表であった44)。
このころから、都市周辺部の工場跡地の商業施設への転用が顕著に現れる
ようになる。1985（昭和60）年のプラザ合意以降のドル安・円高によって輸
出業への翳りが見えはじめ、都市部の工場閉鎖が具体化する中、大規模化す
る商業施設がその跡地利用の有力候補として注目されるようになったのであ
る。しかも、国内では円高対策としての金融緩和措置が大量の資金を生みだ
し、いわゆるバブル経済への途を突き進んでいた。工場跡地としての準工業
地域には都市計画上の出店規制はなく、大店法も店舗面積の削減を求めるこ
とはできても、出店そのものに対しては無力であった。大型店の郊外化はほ
ぼこの頃から始まったと言うことができる。
 規制緩和期（1985年2000年）
大店法の規制緩和
1980年代は大店法の規制強化が進められた時期ではあったが、同時に規制
緩和に向けての胎動が動きはじめた時期でもあった。1982（昭和57）年11月、
発足したばかりの中曽根康弘首相は、日米貿易摩擦の中で、国際協調と輸入
拡大の必要性を強調した。しかし、貿易収支に目立った改善は見られず、
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43) ｢つかしん｣については、流通産業研究所編『街づくり発想の時代―西武「つかしん」
地域創造シンポジウム―』ダイヤモンド社、1986年を参照のこと。
44) 日本ショッピングセンター協会のデータによる。店舗面積は開業時点。なお、山下剛
『MYCAL グループ 時代の感性を読む経営』講談社、1990年は、直接的にはマイカ
ル本牧およびマイカルグループを取り扱ったものであるが、この時期の高揚した雰囲
気を伝えている。
1986（昭和61）年にはアメリカ通商代表部が大店法がアメリカ製品の販路を
制限していると批判した45)。大店法はこれ以降、国際的な問題として議論さ
れることになる。さらに、1988（昭和63）年４月には市場原理を基調とした
施策を掲げ､「原則自由、例外規制」を支持する「前川レポート」が発表さ
れた。これ以降、日本経済は規制緩和に向けて動き出すことになるが、大店
法もまたその流れの中に取り込まれていく。
対日貿易赤字に対するアメリカの不満は、遂に1989年（平成元）年９月か
らの日米構造問題協議に発展した。それを見越すような形で、1988（昭和63）
年７月に産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会
議（以下､「合同会議｣)46) が招集され、新ビジョンの検討を開始した。その
結果は翌1989（平成元）年６月に『90年代流通ビジョン』として答申され
た47)。このビジョンでは、来るべき構造問題協議に備えるために大店法の運
用の適正化を提案している（第２部）が、振興政策としては「街づくり会社
構想」の一層の推進とともに､「ハイ・マート2000構想」が打ち上げられた。
このハイ・マート2000は消費者ニーズの個性化・高度化に対応して流通業
が物販を超えた機能や魅力を取り込んだ新しい集積も目指すものとされたが、
その具体的なイメージは次の通りであった48)。
専門店に重点を置きつつ、百貨店、量販店も加えた商業施設とスポーツ施設（海
浜型プール、スケートリンク、フィットネス等)、レジャー施設（遊園地、植物
園等)、シアター、イベント広場、ホテル、レストラン等のサービス施設の複合
により構成され、地域特性を踏まえ、地域経済の活性化にふさわしい相当規模の
経済効果を有するとともに、国際性を備え大手中小の小売業が共存共栄し得る商
業サービス業の集積を図る……。
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45) Office of the United States Trade Representative, National Trade Estimate : 1986 Report on
Foreign Trade Barriers, pp. 161162.
46) 2000年の組織再編により、中政審流通小委員会は商業部会に改組されたため、2000年
以降は産構審流通部会と中政審商業部会との合同会議となる。
47) 通商産業省商政課編『90年代の流通ビジョン』通商産業調査会、1989年。
48) 同上ビジョン、161頁。
施設規模として10万～50万m2という巨大な構想は、1987（昭和62）年に
通産省産業政策局長の私的諮問機関である「21世紀流通フォーラム」が内需
拡大を通しての「真に豊かな国民生活」を求める中で、カナダのエドモント
ン・モールをモデルを参照しながら地域開発の有力な手法の１つとして、リ
ゾート開発、コンベンション都市とともに「新ショッピングセンター」の建
設を揚げていた49)ことを受けてのことであろう。現在から振り返れば、バブ
ル時代を彷彿させる構想であるが、先のマイカル本牧がこのハイ・マート
2000の先取りだというのもうなずける50)。
日米構造問題協議は、大店法については､『90年代流通ビジョン』で提案
した運用の適正化を即刻実施するとともに、速やかな法改正と２年後に法の
存廃を含めた見直しを行うことで決着した。そして、1991（平成３）年５月
の大店法改正（1992年１月施行）によって、それまでの商業調整において中
心的な役割を果たしてきた商調協が廃止されることとなった。そしてそれ以
降、多少の面積削減はあるものの、大型店は届け出から１年以内に出店が可
能となり、大型店紛争はほとんど完全に姿を消すこととなった。そのことは、
大型店の出店に対する規制が事実上なくなり、出店がほとんど自由になるこ
とを意味していた。そして、バブル経済こそ崩壊するものの、郊外型ショッ
ピングセンター開発がこの頃から一層加速することになる51)。
特定商業集積整備法とショッピングセンター開発
1991（平成３）年の大店法の緩和改正は、当然のように新たな商業振興政
策を求めるが、セットにして提案された法体系は「大店法関連五法」とよば
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49) 通商産業省産業政策局編商政課編『豊かさの構築 流通産業』通商産業調査会、
1987。
50) 山下剛、前掲書、2931頁。
51) 日本ショッピングセンターはショッピングセンターの立地を中心地域、周辺地域、郊
外地域に分類しているが、それによると、郊外地域に出店した割合は、1979年以前の
5.2％に対して、80年代は46.0％、90年代は62.7％、2000年代は67.0％となっており、
90年代から急速に郊外化が進んだことが示されている（日本ショッピングセンター協
会ホームページによる)。
れた。改正大店法のほか、輸入品売場特例法、特定商業集積整備法（特定商
業集積の整備の促進に関する特別措置法、以下､「特商法｣)、改正中小小売
商業振興法、改正民活法（民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の
促進に関する臨時措置法、1986年）がそれである。これらは「関連五法」と
呼ばれはしたが、実質的に意味を持っていたのは改正大店法と特商法であっ
た。
この特商法は、先の『90年代流通ビジョン』のハイ・マート2000構想を引
き継ぐもので、大規模なショッピングセンターに大型店と中小小売店との共
存共栄を夢見たものであり、日米構造問題協議で日本側の公共投資が求めら
れる中で一気に具体化した｡「魅力ある商業集積づくり」(後に「商業集積を
核としたまちづくり｣）をキャッチフレーズにしたこの法律は、通産省、建
設省、自治省の３省が共管する最初の法律となった。
特定商業集積は商業施設と商業基盤施設からなり、両者を一体的に整備す
るものとされるが、商業基盤施設は「コミュニティ・アメニティ施設」とも
言われ、次のような施設が指定された。
１交流センター、２多目的ホール、３展示施設、会議場施設、４研修施設、５児
童遊戯施設、休憩施設、６スポーツ施設、７駐車場・駐輪場、８多目的広場、イ
ベント広場、公開空地、ポケットパーク、緑化施設、９人工地盤、立体的遊歩道、
10アーケード、11カラー舗装、12街路灯、13公衆便所、モニュメント、ストリー
トファーニチャーその他の顧客その他の地域住民の利便の増進を図るための施設
特定商業集積は当初、高度商業集積型と地域活性化型の２つのタイプが準
備された52)。高度商業集積型の場合は、商業施設の床面積が概ね３万m2以
上とされ、商業基盤施設の床面積が全体の３分の１以上を占めるものとされ
たことから見ても、当時の最大規模級のショッピングセンターを建設しよう
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52) 1996年にこの両者の中間的な規模として「中心市街地活性化型」が導入されたが、適
応例は１例に過ぎない。
としたものであったことが分かる。そのほか、多様な業種構成を含むことや
一定割合で地元の中小小売店を導入することなどの要件が課せられた。
それに対して、地域活性化型は2,500m2以上という要件を見ればかなり小
振りであるように見えるが、6,000m2以下の場合には「相当程度の新設・増
設」を求めたことからも、実際にはかなり大規模な改造が期待されたと考え
るべきであろう。
この特定商業集積の整備をめぐっては、構想策定段階から補助金が投入さ
れるなど、かなり手厚い支援が準備され、それを実質的に担う機関として
1992（平成４）年に「㈱商業ソフトクリエイション」が設立され、それに伴
って先の「コミュニティ・マートセンター」は解散した。新しい街づくりを
標榜しながらも、巨大なショッピングセンターの建設を通してそれを実現し
ようとしたわけで、ショッピングセンター開発にかかわる多くの関係機関が
これに期待を寄せ、新会社に殺到したと言われている。
大きな期待と鳴り物入りで導入された制度ではあったが、結果から見れば、
承認された構想は高度商業集積型13件、地域活性化型38件、中心市街地活性
化型１件に過ぎなかった53)。バブル経済が崩壊したという背景ももちろんあ
ったが、地域要件や業種要件などが細部にわたり厳しかったことに加えて、
郊外での開発に対して建設省が土地利用規制を厳格に適用したことが、この
適用事例を少なくした要因だとされている。
直接的な適用事例は確かにそれほど多くはなかった。しかし、コミュニテ
ィ・アメニティ施設を導入した巨大なショッピングセンターが、新たな街づ
くりとして地域活性化に貢献するという方向を国の政策として認めた意義は
決して小さくなかったはずである。折から、そうした新しいショッピングセ
ンターが開発され始めた時期であった。特商法は明らかにその方向を支持し
たし、大店法の規制緩和はそれに対する反対運動の芽を摘んでいた。その結
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53) これらのうち、高度商業集積型の13件については、清水威史ほか「特定商業集積整備
法による商業施設整備の実態に関する研究―高度商業集積型の事例分析を通して―」
『日本建築学会計画系論文集』第517号、1999年で分析されている。
果、後になって､「都市計画と同様、全体としての都市における商業構造を
どのようにするのかという総合的な立場を取り得ず、分裂した政策」をとっ
たという批判がなされることになる54)。なお、この特定商業集積整備法は
2006年６月、中心市街地活性化法の改正にあわせて廃止された。
商店街の疲弊と中心市街地問題
中小企業庁商業課がほぼ５年に一度実施している『商店街実態調査』によ
れば､「繁栄している」と回答した商店街が1970（昭和45）年には39.5％を
占めていたが、1985（昭和60）年には11.1％、となり、1990（平成２）年に
は遂に8.5％と１割を切るに至った。その間、小売商店数も1982（昭和57）
年をピークに減少に転じるが、減少したのはもっぱら従業者１～４人の零細
小売商であった。彼らの多くは商店街に立地していると考えられるが、大店
法の厳しい運用があってなおこの事態であった。
その中で、1985（昭和60）年にはアメリカの経済危機を背景にプラザ合意
が結ばれ、それ以降、日本経済は「バブル経済」と呼ばれる浮かれた状態に
入っていく。その中で、規制緩和の流れが形成されていくが、それを決定的
にしたのは1988（昭和63）年の「前川レポート」であり、翌1989（平成元）
年に始まる日米構造問題協議であった。さらに、1989（平成元）年には３％
の消費税が導入された。
全体としてみれば、バブル経済という浮かれた状態にあったとはいえ、商
店街は明らかに停滞から衰退への道を歩もうとしていた。そのことは既成市
街地を中心とする地域商業そのものが大きく変質しようとすることを意味し
ていた。その中での規制緩和であり、消費税の導入であった。これらが地域
商業にとって一層大きな打撃となることは明らかであった。規制緩和や消費
税の導入が避けられないのだとすれば、地域商業への新たな、一層強力な支
援が求められることになる。
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54) 蓑原敬ほか、前掲書、35頁。
それに対応するように、通産省は1989（平成元）年３月に全国商店街振興
組合連合会に50億円の「商店街振興基金」を造成し、消費税の転嫁指導とイ
ベント等の助成を行った。商店街振興組合はこの時点ではまだ都道府県のお
よそ半分程度した連合会を結成していなかったが、これを機に中小企業庁商
業課の強力な支援のもとに組織強化に取り組み、1992（平成４）年に名実と
もに全国的組織としての ｢全国商店街振興組合連合会｣ となる。そして、そ
の後、日本商工会議所、全国商工会連合会、全日本中小企業団体中央会とと
もに、中小小売商業関連4団体の一員としての役割を担うことになる。さら
に通産省は1991（平成３）年度、中小商業関係予算を前年の50億円から一気
に1,700億円にまで増額した。もっとも、この中には先に指摘した多額の特
商法関連予算が含まれているので、伝統的な意味での地域商業にどれほどの
予算が配分されたかはわからない。
先にも触れたとおり、商店街実態調査はほぼ５年おきに実施されていたが、
商業環境の激変を受けて、1993（平成５）年度に「中間調査」が実施され、
ここで初めて ｢空き店舗｣ が調査項目として導入されることとなった。それ
によれば、全国で空き店舗がない商店街は21.3％で、空き店舗が１割を超え
る商店街は18.9％に達していた55)。これを受けて、1994（平成６）年度から、
中小企業庁は日本商工会議所に委託して空き店舗調査を、さらに翌1995（平
成７）年度からは空き店舗対策事業を実施することになる。
1995（平成７）年６月、通産省は『21世紀に向けた流通ビジョン』を策定
する56)。これは、前年に発表された三位一体の経済構造改革57)を受けたのも
で、いわばその流通版として位置づけられるものである。このビジョンは､
「特に地方中小都市においては中心市街地の商業の空洞化は深刻な問題とな
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55)『平成５年度商店街実態調査（中間調査）報告書』中小企業庁、1993年。
56) 通商産業省産業政策局・中小企業庁編『21世紀に向けた流通ビジョン―我が国流通の
現状と課題［産構審・中政審合同会議答申]』通商産業調査会、1995年。
57) 通商産業省産業政策局編『21世紀の産業構造』財団法人通商産業調査会、1994年。な
お、三位一体とは、①マクロ構造調整、②規制緩和、内外価格差是正等のミクロ経済
改革、③新規市場の創造、既存産業の合理化・効率化等の産業構造改革等を指す。
っている。……このような中心市街地の商業の空洞化は、まちの本質とも言
うべき、にぎわいを創出する場としてのまちの核を失うことにもなりかねな
い｡」と指摘して、初めて中心市街地における商業の空洞化に言及した58)。
しかし、その対策としては、まだ特定商業集積整備法の活用に期待するもの
であった。
このビジョンは、自ら「累次の流通ビジョンの集大成であるとともに我が
国流通構造改革の幕開けを告げる」ものとして位置づけた点にその意気込み
がうかがえるが、流通を「生産から消費までをつなぐシステム」と「消費者
との接点としての社会的存在」としての二つの側面をもつものとして明確に
位置づけた点でも際立っている。前者は「機能としての効率性」の問題で基
本的に個別企業の問題であるのに対して、後者は「付加価値の創造、社会的
存在としての規範性」にかかわる問題で、業態ないし集積レベルの問題とし
て整理し、両者は決して矛盾するものではないと強調した59)｡『80年代の流
通産業ビジョン』は経済的効率性と社会的有効性を対立する概念として理解
したきらいがあったが、ここではそれを明確に否定して、相互に矛盾するこ
とのない異次元の問題として整理した。現実は決してそれほど簡単ではない
が、これは明らかに地域商業に対する新たな位置づけであった。
しかし、この間に地方都市を中心に中心商店街の疲弊は一層顕著になって
きた。もちろん、大店法の規制緩和とともに進んだ郊外型の大型ショッピン
グセンターの開発もその大きな原因の１つではあるが、小売業はその内部か
ら崩壊しようとしていた。すなわち、小売業を苦境に追い込んだのは、大型
店という「外の敵｣、商店街の空き店舗による商業密度の低下という「内な
る敵」だけではなく、伝統的な小売業を支えた商人家族の解体という「内々
の敵」でもあった60)。
1997（平成９）年に召集された合同会議は、12月に大規模小売店舗法の廃
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58)『21世紀に向けた流通ビジョン』(前掲）113114頁。
59) 同上、11頁。
60) 石井淳蔵『商人家族と市場社会―もう１つの消費社会論―』有斐閣、1996年参照。
止を提言するが、それに先議する形で中心市街地における商業の疲弊問題を
取り上げ、８月に「中心市街地活性化における商業の振興について」を提言
した61)。合同会議は、その中で、中心商店街の空洞化が進んでいることを認
め、それをもたらした複合的な要因に対して地域の実情に応じた柔軟な対策
が有機的な連携をもって行われるべきであるとし、特に面としての「タウン
マネージメント」の重要性を指摘した。それは小売商業の問題が単なる商業
振興の問題としては考えられなくなったことの表れであった。
 まちづくり三法時代（1998年）
まちづくり三法
1997（平成９）年12月の合同会議による大店法廃止の答申によって、流通
政策は大きく方向を転じることになる。大型店対中小店という対立の構図で
は実態を捉えきれないという指摘はすでに1980年代から見られていた。新し
い業態の誕生がそうした見方を促してきたが、大店法のもとではその構図か
ら完全に抜け出すことはできなかった。その大店法が厳しく運用された1980
年代でも、伝統的な地域商業は疲弊の度を強めていったが、規制緩和が進ん
だ1990年代を通してその傾向は一層加速し、大店法による商業調整という枠
組みそのものの有効性に問題を投げかけることとなったのである。
大店法の廃止はこうした問題に対する新しい対応を求める。その結果とし
て導入されたのが、都市計画法の改正（1998年５月）と大規模小売店舗立地
法（1998年６月公布、2000年６月施行、以下「大店立地法｣)、中心市街地活
性化法（中心市街地における市街地の整備及び商業等の活性化の一体的推進
に関する法律、1998年６月）の２つの新しい法律であった。この３法に対し
て「街づくり三法」という呼称が与えられたが、大店法に代わる新たな枠組
みを求めていた経済産業省はいち早くこの呼称を取り入れた。以後､「まち
づくり三法」は広く受け入れられる言葉となり、近年では、国土交通省もこ
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61) この報告は通商産業省産業政策局流通産業課編『これからの大店政策―大店法からの
政策転換―』通商産業調査会、1998年に1822頁に収録されている。
れを使用するようになっている。
このまちづくり三法の体系は、大まかにいえば、都市計画法によって商業
施設の立地誘導を図り、大店立地法によって1000m2以上の大型店による周
辺住民の生活環境への影響をチェックするとともに、中心市街地活性化法に
よって疲弊した中心部を総合的に振興・再生しようというものである。この
大店立地法の制定によって大店法が廃止されたこともあって、しばしば大店
立地法が大店法の後継法のように受け止められるが、それは正確ではない。
大店法が商業調整法であったのに対して、大店立地法は商業調整の側面を完
全に排除した環境チェック法に過ぎないからである。
しかし、1998（平成10）年時点での都市計画法と建築基準法の改正はまっ
たく小手先のものでしかなかった。すなわち、都市計画区域の中の市街化区
域内については用途規制がかけられているが、その上にさらに上塗りする形
で定められた特別用途地域を設定することができるものとされていた。1998
年の法改正ではこの特別用途の種別を法で定めるのをやめ、自治体が自由に
設定できるものとされた。しかし、それが適用される範囲は国土面積のおよ
そ４％であり、しかも市街化された区域に限られる。1990年代以降の大型店、
特に大規模なショッピングセンターのほとんどは、こうした市街地にではな
く郊外の市街化調整区域や白地地区、さらには都市計画区域外の農地に出店
していた。したがって、この改正ではこれらに対応することはまったくでき
なかった。
その点に対応した都市計画法の改正は、大店法が廃止され、大店立地法が
施行される2000（平成12）年６月にあわせるように、同年５月に行われた。
この改正では、２つの重要な制度が導入された。１つは、都市計画区域外で
あっても高速道路のインターチェンジが存在するなど、土地利用を整序しな
ければ将来的に都市の整備・開発・保全に支障をきたす恐れがある場合に、
自治体がその地区を「準都市計画区域」に指定して、都市計画法を準用する
というものである。もう１は都市計画区域内において、特定の用途を定めて
利用を制限する「特定用途制限地区」である。これによって、自治体に郊外
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の開発規制を行う手段が一応は準備されたことになり､「まちづくり三法」
体制が本格的にスタートすることとなった。
一方、中心市街地活性化法では、まちづくりの「基本計画」を市町村が策
定し、担い手としてのタウンマネジメント機関 (TMO) の構想・計画を市町
村が認定するものとされた。この TMOはまちづくりにおける事業の担い手
として期待されたもので、その事業に対して当時の13省庁が総合的に支援に
乗り出すというものであった62)。しかし、結果的に見れば、多くの自治体で
は国の補助金を目当てにして、商業関係部局を中心に総花的計画が策定され
たと言われている。そのため、事業に関する優先順位も明確ではなく、実効
をあげることはできなかった。TMO自身も収益事業を行うことができず、
市の補助金に依存するものが多く、十分な行動力を発揮できなかった。
2000（平成12）年の「長崎屋」｢そごう」の破綻に始まり、2000年代前半
は大型店の破綻が相次いだ。2004（平成16）年には遂に戦後の流通革命を牽
引した「ダイエー」までもが破綻した。その間、2001（平成13）年７月には
「まちづくり佐賀」が破綻し、2004（平成16）年12月には中心市街地活性化
法に基づく大規模な支援を受けた最初の再開発事例として注目された「アル
ネ津山」が私的整理に追い込まれた。実際に破綻処理まで進んだ事例は多く
ないが、多くの TMO、第三セクターの苦悩が表面化していった。
こうした事態を背景に、2003 (平成15) 年には TMOに対する会計検査院
の検査が実施された63)。それにあわせるように、中企庁商業課内には ｢TMO
のあり方懇談会」が設置され、TMOの点検が行われた64)。さらには、2004
（平成16）年、総務省が「中心市街地活性化に関する行政評価・監査｣65) を
実施し、2005（平成17）年には参議院の要請に基づき、会計検査院が中心市
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62) 13省庁とは、通商産業省、建設省、自治省、農林水産省、運輸省、郵政省、文部省、
厚生省、労働省、警察庁、国土庁、北海道開発庁、沖縄開発庁であった。
63) 会計検査院『平成15年度決算報告書』第４章第11「タウンマネージメント機関
(TMO) による中心市街地の商業活性化対策について｣。
64) TMOのありかた懇談会『今後の TMOのあり方について』2003年９月。
65) 総務省『中心市街地の活性化に関する行政評価・監査結果に基づく勧告』2004年９月。
街地活性化法の運用状況を調査66)するなど、中心市街地活性化法と TMOへ
の関心が急速に高まった。これは、大きな期待を背負って導入された中心市
街地活性化法が有効に機能せず、中心部の衰退に一層の拍車がかかっている
ことへの懸念の表れでもあった。そして、それがまちづくり三法見直しへの
新たな流れを準備することになる。
まちづくり三法の見直しと地域商店街活性化法
2004（平成16）年９月、合同会議は大店立地法の運用指針の見直しを開始
したが、翌2005（平成17）年４月以降、まちづくり三法体制の見直しを行っ
た67)。ほぼこのタイミングにあわせて、国土交通省でも、アドバイザリー会
議において「中心市街地活性化のためのまちづくりのあり方について」の検
討を開始した68)。これら会議で、経済産業省と国土交通省の担当課長が互い
の会議に出席したことは、この検討が両省の緊密な連携のもとで進められた
ことを象徴している。さらに、国土交通省社会資本整備審議会が2006（平成
18）年２月、２つの答申を行う69)。それらを受けて同年５月には都市計画法
が、さらに６月には中心市街地活性化法が改正された。
都市計画法の改正は規制に対する基本的な考え方を大きく転換させるもの
であった。都市計画法に基づく日本の土地利用規制は欧米諸国に比べても特
に緩やかであったが、2000（平成12）年の都市計画法の改正はその基本的に
緩やかな規制を残したままで、自治体に上乗せの規制強化の道を開いたもの
であったが、それは期待した成果をあげることはできなかった。そこで、今
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66) 会計検査院『中心市街地活性化プロジェクトの実施状況に関する会計検査の結果につ
いて』2006年10月。
67)『コンパクトでにぎわいあふれるまちづくりを目指して』産業構造審議会流通部会・
中小企業政策審議会商業部会合同会議中間報告、2005年12月。
68)『中心市街地活性化のためのまちづくりのあり方について [アドバイザリー会議報告
書]』2005年８月。
69)『新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。(第一次答申)』『人口減少等社会におけ
る市街地の再編に対応した建築物整備のあり方について（答申)』いずれも2006年２
月。
回は国の法律レベルで規制を強化し、自治体が必要と認めた場合に緩和でき
るように基本的なスキームを改めた70)。
すなわち、１万 m2以上の大規模集客施設は商業地域、近隣商業地域、準
工業地域以外では原則として建築が不可能となった。市街化調整区域におけ
る開発許可も厳しく制限して地区計画制度の活用に一本化し、白地地域も規
制対象とするほか、都市計画区域外も準都市計画区域制度を活用して規制す
ることとなった。さらに、準工業地区については、後述する中心市街地活性
化法に基づく計画認定に当たって、開発抑制の方針確認を行うこととなった。
それによって、それまでのような大規模な郊外店舗の開発は事実上不可能と
なった。その意味では、まさに立地規制の一大転換であった。
さらに、中心市街地活性化法の改正では、法律の名称が「中心市街地活性
化法」に改められ、法律の名称から「商業」の文字が削除されるが、これは
まさに中心市街地問題が単に商業の活性化だけを目指すのではなく、もっと
幅広い問題に直面することを反映してのことであった。さらに、基本計画を
内閣総理大臣の認定とするとともに､「選択と集中」を前面に掲げ､「協議会」
を設置して幅広い主体の参加を呼び掛けるものとなった。そして、この中心
市街地活性化法の改正に伴って、1991（平成３）年に制定された特定商業集
積整備法が廃止された。
ちょうどこうした見直しの議論が開始される2004（平成12）年度から、人
材育成事業として､「街元気プロジェクト」始まった。以後、この事業は独
立行政法人中小企業基盤整備機構を通して実施されているが、まちづくりに
必要なリーダーと彼らを支持する広範な人びとの育成を目指し、さまざまな
形での研修事業を行ってきた。
さらに、2009（平成21）年１月には、中小企業政策審議会商業部会が
『｢地域コミュニティの担い手」としての商店街を目指して』を公表した71)。
石 原 武 政86
70) 明石達生「都市計画法等改正の本当の意味」矢作弘・瀬田克彦編『中心市街地活性
化 三法改正とまちづくり』学芸出版社、2006年、但し、明石はこの制度の導入の目
的は大規模店舗の規制ではなく､「立地場所に関する都市計画のイニシアチブ」を取
り戻すことにあったと強調している。
これは商店街を単なる商業振興の対象と見るのではなく、地域コミュニティ
の担い手という側面から光を当て、そこに新たな役割と支援の方向を見出そ
うとするものであった。
この提言を受けて、2009（平成21）年７月､「地域商店街活性化法」(商店
街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律）
が成立し、８月に施行された。それにあわせて、中小小売商団体の出資によ
って、同年４月、㈱まちづくり支援センターが設立された。中心市街地活性
化は都市の中核拠点となる地域のにぎわいの再生を目指したものであり、都
市の中でも限られた地域がこれに該当する。しかし、住民は市域全般にわた
って広範に居住しているのであり、そうした住民に対する地域コミュニティ
機能の維持・向上を意図したものである。
 小括
本稿では、戦後日本における流通政策を、特に地域商業の側面に焦点を当
てて振り返ってきた。地域商業に関する政策は、もともと都市問題との関連
で建設省が担っており、通産省はむしろ後れた流通の近代化と健全な流通業
者の育成に関心を寄せ、その過程での摩擦を最小限度にするために大型店の
活動を抑制するというのが基本的なスタンスであった。1970（昭和45）年の
商業近代化地域計画が「まちづくり」という言葉を用い、都市計画との協調
をうたってはいたが、その基本的なスタンスは変わらなかった。
1973（昭和48）年に公布され、翌74年に施行された大規模小売店舗法は、
その制定直後から地方における強い運動に押されて、当初の法が予定した以
上の強い運用を強いられた。その状況はほぼ1980年代の終わりころまで継続
するが、その間は大店法が流通政策の前面に押し出された感があった。その
ため、大店法と同じ1973年に中小小売商業振興法が制定され、それに基づい
てさまざまな中小小売商業支援策が講じられるが、小売業が地域社会におい
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71) 中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会商業部会『｢地域コミュニティの担い手」
としての商店街を目指して』2009年１月。
てもつ意義に注目した「地域商業」への特別な視線があったわけではなかっ
た。地域商業への視線が初めて明確に導入されたのは1983（昭和58）年の
『80年代の流通産業ビジョン』であったが、ここではまだ経済的効率性と社
会的有効性を対立する軸として捉え、それに規制強化の拠りどころを求めて
いた。
流通近代化とは別に、地域商業への視線が現れるのは、戦後、右肩上がり
で成長してきた小売業が変調をきたすようになってからのことであった。小
売商店数は1982（昭和57）年をピークに減少傾向に転じるが､『80年代の流
通産業ビジョン』はまさにその時に策定され、地域商業への熱いまなざしを
注いだのであった。しかし、その傾向はその後一層進展し、1980年代の終わ
り頃には、それは誰の目にも明らかなほど深刻になっていた。商店街の景況
感は悪化し、空き店舗が目立ち始め、商店街全体の衰退化が懸念される。ち
ょうどその時、大店法の規制緩和が行われ、大規模な郊外型のショッピング
センター開発が進行する。バブル経済の破綻後の長引く不況もあいまって、
中心市街地をはじめとする既存の小売業の衰退化が加速されることとなった。
小売商業がコミュニティ機能を担っているというのは、小売業が健全に機
能し、地域社会が曲がりなりにも維持されている間は、それほど明確には意
識されてはいなかった。ちょうど、大気汚染が空気の存在を意識させたよう
に、小売業の衰退と地域社会の疲弊が小売業のコミュニティ機能への注目を
集めるきっかけとなった。その傾向は小売業のコミュニティ機能が衰退すれ
ばするほど、逆に強まっていった。そして、かつては近隣型・地域型商店街
に期待されたはずのコミュニティ機能72)が、いまや大型店や郊外店舗との競
合の中で商圏が狭小化したかつての広域型商店街にまで求められようとして
いる。国のビジョンでいえば､『80年代の流通産業ビジョン』が開いた扉を
1995（平成７）年の『21世紀に向けた流通ビジョン』が一段と押しひろげた
のであるが、さらに地域商店街活性化法がそれを一層強化した言ってもよい。
石 原 武 政88
72) 石原武政「コミュニティ型小売業の行方」『経済地理学会年報』第43巻第１号、1997
年。
大店法の廃止とまちづくり三法の施行は、経済産業省と国土交通省との連
携をつくりだしたが、それはもはや小売商業問題が流通内部の問題としては
解決不能であることを表現するものであった。その意味で、ここにきてよう
やく、地域商業問題がまさに地域社会の問題として、広範な視野から議論さ
れる段階に到達したと言ってもよい。
しかし、その意味での地域商業の再生に向けた課題はあまりのも大きい。
すでに商店街の多くは極度に疲弊しており、担い手の意味でも高齢化が進み、
意欲あふれる商業者の減少が指摘されている。加えて、2005（平成17）年か
ら減少に転じた人口は、今後も長期にわたって減少し続けることが予想され
ている。もはや需要の増加どころか現状維持さえもが期待できない。縮小す
る社会の中で、いかにすれば小売業は自らを「業」として成り立たせながら、
地域コミュニティに貢献していくことができるのか。地域商業に本格的な注
目が集まった現在は、まさに小売業が最も困難な問題に直面している時でも
ある。
（筆者は関西学院大学商学部教授）
【付記】本稿については、2010年７月２日に開催せれた第３回まちづくり・流通
研究会（流通科学大学主催）において報告し、松島茂教授（東京理科大学)、
福川裕一教授（千葉大学)、渡辺達朗教授（専修大学)、和田純一・中小企業庁
商業課長（当時)、須藤治・経済産業省中心市街地活性化室長（当時）をはじ
め、多くの参加者から有意義なコメントを頂戴した。その多くは本稿に反映さ
れていることを記して感謝したい。
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